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＜要旨＞ 

1. オマーンは経済の多くを原油関連分野に依存しているため、原油価格の下落に伴い

景気は悪化している。実質 GDP成長率は、2015年後半から 2016年初にかけての原

油価格の一段の下落や政府支出の緊縮化などから、低下傾向での推移が続いている

とみられる。また、財政収支と経常収支は 2015年に大幅な赤字となった模様である。 

2. 財政赤字は 2015年に 117億ドル、対名目 GDP 比で 16.7％にまで拡大し、政府は歳

出・歳入両面で財政の構造改革を求められている。歳出は、2016年の予算案および

5カ年計画のなかで打ち出された削減措置の効果などから緩やかな抑制傾向を辿る

見通しである。一方、政府は、産業の多角化に向けた各種の施策により、原油・天

然ガス以外の収入の拡大が歳入を支えることを期待している。 

3. ただし、経済が悪化するなか短期間での産業の振興は容易でないほか、労働力の制

約の観点からも、短期間で産業の多角化が進展し、原油以外の産業の生産拡大から

歳入が増える可能性は小さい。原油価格が現状から大きく上昇しないと見込まれる

なかで、引き続き原油関連の収入が低迷するため、財政赤字は今後 3年間拡大傾向

を辿り、名目 GDP比で 10％台と高水準での推移が続くと予想される。 

4. 対外取引の経常勘定は、サービス収支と第 1次、第 2次所得収支がいずれも赤字の

拡大を続けている。原油輸出を主因とする貿易黒字が経常黒字を支えてきたが、原
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油価格の目立った上昇が見込みづらいなか、輸出全体の 6割を占めてきた原油輸出

の低迷から、貿易黒字は大きく縮小する見通しである。この結果、経常赤字は今後

3年間拡大傾向を辿り、名目 GDP 比で 15％以上の巨額に達すると予想される。 

5. 外貨準備残高は 2015年末時点で 175.4億ドルと、輸入の 7.3カ月分、対外債務残高

の 2倍弱の水準に達した。ただし、その水準は名目 GDPの 25％にとどまり比較的

小規模である。経常赤字の大幅な拡大の結果として、外貨準備残高は急ペースで減

少を続け、外貨流動性不足の懸念が高まるリスクがある。 

 

＜本文＞ 

 

1． マクロ経済の現状～原油価格下落に伴い経済の悪化が続く 

 

オマーンは、生産活動や輸出、また国家収入など経済の多くを原油関連分野に依存し

ている。経済は、過去 10年の間は原油価格が高値で推移したため好調を続けてきたが、

原油価格の下落に伴い悪化に転じた。実質 GDP成長率は、2015年は 4.1％（IMF の見

込み値）と比較的高めの水準となったが、2015年後半から 2016年初にかけての原油価

格の一段の下落や政府支出の緊縮化などから、低下傾向で推移しているとみられる。一

方、物価は安定傾向を強め、2015年には消費者物価上昇率がゼロ近くにまで低下した。

また、財政収支と経常収支は同年に大幅な赤字となった模様である（図表 1、2）。 
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図表 1：最近のオマーンのマクロ経済状況 
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（注）2015年は IMFによる見込み値。 

（資料）オマーン統計局、IMF 

図表 2：オマーンの主要経済指標の見通し 

2011 2012 2013 2014 2015
実質GDP成長率（前年比、％） 4.1 5.8 4.7 2.9 4.1
消費者物価上昇率（同上） 4.0 2.9 1.2 1.0 0.2
経常収支（対名目GDP、％） -0.4 -0.3 6.6 5.0 -10.5
財政収支（同上） 13.2 10.3 -0.3 -3.4 -16.7  

（注）2015年は IMFによる見込み値。 

（資料）オマーン統計局、IMF 

 

国家財政のうち、歳入はその約 8割が原油を中心としたエネルギー関連収入であり、

原油価格の変動による影響を受けやすい。このため、原油価格が下落基調で推移した

2014年から 2015年にかけて、歳入が伸び悩みから減少に転じ、財政赤字の拡大の主因

となった。一方、歳出も、経常支出が国防費を中心に増加傾向を辿っているほか、投資

支出も原油・天然ガス関連の投資など開発支出の増加を主因に拡大傾向にあるため、全

体として増加の度合いを強め財政赤字拡大の一因となっている（図表 3）。 
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図表 3：オマーンの財政収支の推移（構成比および対名目 GDP比） 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
歳入（構成比、％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

原油・ガス 78.6 77.4 80.8 84.4 84.7 85.7 84.3 78.0
　原油 66.7 66.5 69.1 73.4 73.0 75.0 72.3 n.a
　ガス 11.9 10.8 11.7 11.0 11.8 10.8 12.0 n.a
その他 21.4 22.6 19.2 15.6 15.3 14.3 15.7 22.0

歳出（構成比、％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
経常支出 58.5 56.8 60.2 56.8 64.7 63.1 63.3 62.7
　国防費等 23.5 23.2 23.7 23.9 35.0 32.1 27.8 27.6
投資支出 30.2 36.2 32.6 27.6 21.3 22.3 23.6 29.1
その他（補助金等） 11.4 7.0 7.2 15.6 14.0 14.6 13.1 8.2

収支（対名目GDP比、％） 0.3 -3.8 -0.2 -0.4 -0.3 -0.3 -3.4 -16.7  

（注）2015年はオマーン政府発表の見込み値。 

（資料）オマーン統計局、財務省 

 

2. 国際収支と対外資産・負債の現状 

 

オマーンの経常収支は、サービス収支と第 1次、第 2次所得収支がいずれも赤字の拡

大を続けてきたが、原油輸出の増加を主因とする貿易黒字に支えられ 2014年までは黒

字を維持してきた。ただし、2015年は、輸出が原油価格の低下を主因に伸び悩みから

減少に向かったため貿易収支は赤字に転じ、この結果、経常収支も同年に 2009年以来

6年ぶりの赤字となったとみられる。今後も原油価格が目立って上昇する展開は見込み

にくいため、貿易収支は赤字を続け、経常収支も赤字傾向を辿ろう（図表 4）。 

 

図表 4：オマーンの経常収支の推移 
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（注）2015年は IMF発表の見込み値。内訳は、貿易収支以外は未発表。 

（資料）オマーン統計局、オマーン中央銀行、IMF 
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一方、金融収支は、2014年までは経常黒字が続くなか、オマーンによる外国資産の

取得が、外国資本によるオマーン資産の取得を上回る状況が続き、外貨準備も増加を続

けてきた。しかし、2015年は経常収支が赤字に転じたことから、外国資本によるオマ

ーン資産の取得超過となった公算が大きい（図表 5）。 

 

図表 5：オマーンの金融収支の推移 
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（注）金融収支のプラスはオマーンによる外国資産の取得超過（資金は流出）、金融収

支のマイナスは外国によるオマーン資産の取得超過（資金は流入） 

（資料）オマーン統計局、オマーン中央銀行、IMF 

 

こうした金融収支の推移を受け、外貨準備残高は増加基調で推移してきた。2015年

末の残高は 175.4億ドルと同年の名目 GDPの 25％、輸入の 7.3カ月分に相当する。ま

た、対外債務残高も概ね増加基調にあり 2015年末に 101.2億ドルに達したが、外貨準

備残高の 57.7％にとどまっている（図表 6）。なお、通常多く国が開示している一国全

体の対外資産・負債残高は公式には発表されておらず、IMF の統計にも反映されていな

い。 
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図表 6：オマーンの外貨準備残高と対外債務残高の推移 
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（資料）オマーン統計局、オマーン中央銀行、IMF 

 

3. 政策課題の実現可能性について 

 

財政赤字は 2015年に 117億ドル、対名目 GDP比で 16.7％にまで拡大した。歳入に大

きく影響する原油価格が 1バレル当たり 100ドル近くまで回復する展開は見通しづらい

ため1、政府は歳出・歳入の両面で財政の構造改革を求められている。 

 

（1） 歳出改善の可能性 

歳出の規模は 2015年時に 348.5億ドル、対名目 GDP比で 49.6％にまで上昇した。政

府は、財政収支の悪化を受け、2016年 1月に発表した同年の予算案および 2016年から

2020年にかけての 5カ年計画のなかで、今後の歳出削減策を打ち出している。主な措

置は以下の図表 7の通りである。 

 

図表 7：オマーン政府による今後の歳出削減策 

・国際基準に見合った水準への燃料価格の引き上げ
・不要プロジェクトの見直しと不急プロジェクトの延期
・閣僚・次官など政府高官の家族用車両の廃止
・勤務時間外の政府車両の使用禁止
・海外出張の削減
・政府施設内の省エネと経費削減

 

（資料）各種報道より作成 

これらの歳出削減は、就業者の多くを公務員が占め原油収入への依存体質が高いオマ

ーンの国民にとってかなりの痛みを伴う。政府中枢が抱く危機感を今後広く国民に浸透
                                                   
1
 原油価格は オマーンの経済が比較的好調に推移した 2011年から 2013年にかけてこの水準で推移した。 
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させられるか否かが鍵となるが、理解を得るのは困難を極めよう。ただし、5カ年計画

における先行きの歳出の推移は、金額および対名目 GDP比の両面でみて極端な削減を

行う計画とはなっておらず、政府の計画および見通しは一定の妥当性があると判断して

良いと考えられる（図表 8）。 

 

図表 8：5カ年計画による歳出の見通し 

 

（1）歳出額 

見通し
（百万ドル）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

歳出 20,716.0 27,926.9 35,253.8 36,385.4 39,458.5 34,850.5 30,949.3 33,029.9 34,590.4

経常支出 12,461.1 15,874.6 22,815.9 22,944.1 24,983.6 21,846.6 21,118.3 21,508.5 22,158.6

　うち国防費等 4,910.8 6,667.6 12,334.2 11,688.4 10,951.4 9,622.9 9,102.7 9,362.8 9,622.9

投資支出 6,753.7 7,697.0 7,507.2 8,114.4 9,321.7 10,143.0 8,166.4 9,726.9 10,689.2

その他（補助金等） 1,501.2 4,355.3 4,930.8 5,326.9 5,153.2 2,860.9 1,664.5 1,794.5 1,742.5  

 

（2）歳出額対名目 GDP比率 

見通し

（対名目GDP比、％）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

歳出 36.5 41.2 46.7 47.3 48.2 49.6 46.9 58.6 57.9
経常支出 21.9 23.4 30.2 29.8 30.5 31.1 32.0 38.2 37.1
　国防費等 8.6 9.8 16.4 15.2 13.4 13.7 13.8 16.6 16.1
投資支出 11.9 11.4 10.0 10.5 11.4 14.4 12.4 17.3 17.9
その他（補助金等） 2.6 6.4 6.5 6.9 6.3 4.1 2.5 3.2 2.9  

（資料）オマーン財務省、オマーン政府発表資料等 

 

（2） 原油に依存しない産業構造の可能性と歳入拡大の可能性 

オマーンでは、歳入の約 7割を原油関連の収入が、また約 1割を天然ガス関連の収入

が占めるなどエネルギー分野への依存度が高いため、政府は、これまでも産業の多角化

により、天然資源頼みの経済構造からの脱却を目指してきた。水産物の養殖、水資源開

発、情報通信技術（ICT）企業の育成など、限定的ながらいくつかの分野では実績もみ

られる。 

政府が産業の多角化を目指す理由の第一は、原油・天然ガスの採掘可能期間が短いと

いう中長期的な要因である。原油の埋蔵量は 53億バレル、可採年数 15.3年と中東諸国

をはじめ他の主要産油国を大きく下回る。代替資源として期待される天然ガスも、埋蔵

量が 24.3兆立方フィート、可採年数が 19.7年と産出可能期間は原油と大きくは変わら
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ない。歳入における天然ガス関連収入は原油関連収入の 16％にとどまっているが2、仮

にこれを 2倍に引き上げるべく天然ガスの生産量を 2倍にした場合、天然ガスは、計算

上は今後 10年程度で枯渇することとなる。このため、天然ガスの増産は政府にとって

採用しにくい選択肢と考えられる。実際、5カ年計画においても、今後 5年の間は天然

ガスの生産を積極的に増やす姿勢は窺われない。 

 

図表 9：オマーンと主なエネルギー産出国の原油および天然ガスの埋蔵量および可採年数 

（1）原油               （2）天然ガス 

確認埋蔵量 シェア 可採年数

10億バレル ％ 年

ベネズエラ 300.9 17.7 313.9
サウジアラビア 266.6 15.7 60.8
カナダ 172.2 10.1 107.6
イラン 157.8 9.3 110.3
イラク 143.1 8.4 97.2
ロシア 102.4 6.1 25.2
クウェート 101.5 6.0 89.8
UAE 97.8 5.8 68.7
米国 55.0 3.2 11.9
リビア 48.4 2.8 306.8
ナイジェリア 37.1 2.2 43.2
カザフスタン 30.0 1.8 49.3
オマーン 5.3 0.3 15.3  

確認埋蔵量 シェア 可採年数

兆立方フィート ％ 年

イラン 1201.4 18.2 176.8
ロシア 1139.6 17.3 56.3
カタール 866.2 13.1 135.2
トルクメニスタン 617.3 9.4 241.4
米国 368.7 5.6 13.6
サウジアラビア 294.0 4.5 78.2
UAE 215.1 3.3 109.2
ベネズエラ 198.4 3.0 173.2
ナイジェリア 180.5 2.7 102.1
アルジェリア 159.1 2.4 54.3
中国 135.7 2.1 27.8
イラク 130.5 2.0 *
オマーン 24.3 0.4 19.7  

（注）2015年末時点。 

（資料）BP ウェブサイト 

 

理由の第二は、いうまでもなく 2014年以来の原油価格の低迷であり、政府は足元で

産業の多角化のスタンスを一層高めている。2016年 1月発表の最新の 5カ年計画では、

原油関連分野の高付加化価値化に加え、製造業、交通・輸送業、観光、漁業、鉱業など

の非原油分産業の開発に注力する方針を表明した。また、官民出資の鉱山開発公社を立

ち上げ、鉱物資源関連の川上・川下両分野の産業開発を推進する計画も発表した。 

ただし、経済が悪化するなかでの産業の振興は容易でない。また、教育レベルの引き

上げの必要性や公共部門の労働生産性の低さなど長年の労働の課題は解決しておらず、

人材の質は新規・既存いずれも高いとはいえない。労働力の制約の観点からも、短期間

で産業の多角化が進展し、原油以外の産業の生産拡大から歳入が増える可能性は小さい

といわざるを得ない。5カ年計画においては、産業の多角化に向けた各種の施策に基づ

き、歳入における原油・天然ガス以外の収入が高めの伸びを示す見通しが示されている

が、この点についてはより控えめにみる必要がある。 

                                                   
2 2010年から 2014年までの 5年間の平均。 
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4. 今後の見通し～財政赤字と経常赤字の拡大に要注意 

 

以上の点を踏まえると、今後のオマーン経済を展望するうえで鍵となるのは、すでに

大きく悪化している財政・経常収支の先行きを左右する原油価格の動向である。IMF に

よれば、今後 2018年末まで原油価格は平均で 40ドルから 50ドル台での推移が見込ま

れ、この状況下では、政府の原油関連収入や原油関連輸出が引き続き低迷を余儀なくさ

れるため、高水準の財政赤字及び経常赤字が続く見通しである。 

原油収入に支えられてきたオマーン経済は、原油価格が下落するなかで、景気の減速

と財政および経常収支の大幅な悪化という厳しい状況に直面している。政府は財政を立

て直すべく各種施策による歳出の削減と、産業の多角化を中心に原油関連以外の収入増

加による歳入の拡大を図っているが、原油依存度の高い歳入の構造を短期間で変えるこ

とは困難なため、今後も財政収支の大幅な赤字が見込まれる。また、経常収支も原油の

輸出額の落ち込みを主因に巨額の赤字を続ける公算が大きい。この結果、外貨準備残高

は急ペースで減少を続け、外貨流動性不足の懸念が高まるリスクがある。 

 

以 上 
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